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非
自
発
的
失
業
者
の
方
に
対
し
て
は
、

在
職
中
と
同
程
度
の
負
担
で
国
民
健
康
保

険
に
加
入
で
き
る
よ
う
、
平
成
22
年
４
月

分
か
ら
国
民
健
康
保
険
税
を
軽
減
し
ま
す
。

　

な
お
、
国
民
健
康
保
険
税
は
、
６
月
中
旬

に
納
税
通
知
書
（
当
初
課
税
）
を
発
送
す
る

こ
と
に
な
っ
て
い
ま
す
。

　

一
方
、
今
回
の
軽
減
対
策
の
た
め
の
電

算
プ
ロ
グ
ラ
ム
修
正
は
、
６
月
末
ま
で
時

間
を
要
し
ま
す
。

　

こ
の
た
め
、
ご
案
内
の
軽
減
対
策
を
６

月
の
通
知
に
反
映
す
る
こ
と
は
で
き
ま
せ

ん
の
で
、
軽
減
申
告
書
を
あ
ら
か
じ
め
提

出
い
た
だ
い
た
方
に
つ
い
て
は
、
６
月
中

旬
に
い
っ
た
ん
軽
減
前
の
内
容
で
納
税
通

知
書
を
送
付
い
た
し
ま
す
の
で
、
第
一
期

分
の
国
保
税
を
納
付
願
い
ま
す
。

　

７
月
中
旬
の
第
二
期
更
正
時
に
合
わ
せ

て
、
軽
減
を
反
映
さ
せ
た
更
正
通
知
書
を

改
め
て
送
付
い
た
し
ま
す
の
で
、
減
額
さ

れ
た
第
二
期
以
降
の
納
付
を
お
願
い
し
ま

す
。

　

ま
た
、
ご
案
内
の
軽
減
対
策
を
受
け
る

た
め
の
申
告
に
は
、
特
に
期
限
は
あ
り
ま

せ
ん
が
、
該
当
し
た
場
合
は
速
や
か
に
申

告
を
お
願
い
し
ま
す
。

●
対
象
者
は
？

　
　

離
職
の
翌
日
か
ら
翌
年
度
末
ま
で
の

　

期
間
に
お
い
て
、

①
雇
用
保
険
の
特
定
受
給
資
格
者

　
（
例
・・・
倒
産
・
解
雇
な
ど
に
よ
る
離
職
）

②
雇
用
保
険
の
特
定
理
由
離
職
者

　
（
例
・・・
雇
い
止
め
な
ど
に
よ
る
離
職
）

　

と
し
て
失
業
等
給
付
を
受
け
る
方  

非

　

自
発
的
失
業
者
）で
す
。

　
　

な
お
、
雇
用
保
険
の
適
用
除
外
の
方

　

ま
た
は
雇
用
保
険
の
受
給
資
格
の
な
い

　

方
は
、
こ
の
軽
減
対
策
の
対
象
と
は
な

　

り
ま
せ
ん
。

　
　

ま
た
、
雇
用
保
険
の
特
定
受
給
資
格

　

者
ま
た
は
特
定
理
由
離
職
者
と
な
る
条

　

件
を
満
た
し
て
も
、
実
際
に
公
共
職
業

　

安
定
所
で
雇
用
保
険
の
手
続
き
を
し
ま

　

せ
ん
と
対
象
者
の
判
定
が
で
き
ま
せ
ん

　

の
で
ご
留
意
く
だ
さ
い
。

●
軽
減
額
は
？

　
　

国
民
健
康
保
険
税
は
、
前
年
所
得
な

　

ど
を
基
に
算
定
し
ま
す
。

　
　

非
自
発
的
失
業
者
に
対
す
る
軽
減
は
、

　

本
人
の
所
得
の
う
ち
給
与
所
得
を

　

１
０
０
分
の
30
と
み
な
し
て
算
定
す
る

　

こ
と
に
よ
り
行
い
ま
す
。

　
　

な
お
、
４
月
１
日
を
賦
課
期
日
と
す

　

る
、低
所
得
世
帯
に
対
す
る
均
等
割
額
軽

　

減
判
定
の
際
の
取
り
扱
い
も
同
様
で
す
。

●
軽
減
期
間
は
？

　
　

こ
の
軽
減
の
対
象
と
な
る
期
間
は
、

　

離
職
日
の
翌
日
の
属
す
る
月
か
ら
、
そ

　

の
月
の
属
す
る
年
度
の
翌
年
度
末
ま
で

　

で
す
。

　
　

国
民
健
康
保
険
に
加
入
中
は
、
途
中

　

で
再
就
職
し
て
も
引
き
続
き
対
象
と
な

　

り
ま
す
が
、
会
社
の
健
康
保
険
に
加
入

　

す
る
な
ど
国
民
健
康
保
険
を
脱
退
す
る

　

と
終
了
し
ま
す
。

●
制
度
が
始
ま
る
前
の
失
業
は
対
象
外
で

　

す
か
？

　
　

制
度
が
始
ま
る
前
１
年
以
内  

平
成

　

21
年
３
月
31
日
以
降
）に
離
職
さ
れ
た

　

方
は
、
平
成
22
年
度
に
限
り
国
民
健
康

　

保
険
税
の
軽
減
が
適
用
さ
れ
ま
す
。

●
軽
減
を
受
け
る
た
め
に
は
？

　
　

非
自
発
的
失
業
に
係
る
国
民
健
康
保

　

険
税
の
軽
減
を
受
け
る
た
め
に
は
、「
特

　

例
対
象
被
保
険
者
等
に
係
る
申
告
」を

　

し
て
い
た
だ
か
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

　
　

本
市
に
転
入
さ
れ
た
方
は
、
転
入
前

　

の
市
区
町
村
で
既
に
申
告
さ
れ
て
い
る

　

場
合
で
も
、
改
め
て
本
市
で
の
申
告
が

　

必
要
に
な
り
ま
す
。

●
申
告
す
る
方
は
？

　
　

国
民
健
康
保
険
税
の
納
税
義
務
者
で

　

あ
る
世
帯
主
の
方
が
申
告
す
る
こ
と
に

　

な
り
ま
す
。　

　
　

な
お
、
世
帯
主
以
外
の
方
が
非
自
発

　

的
失
業
者
で
あ
る
国
保
被
保
険
者
の
場

　

合
、
そ
の
方
が
代
理
で
申
告
さ
れ
て
も

　

か
ま
い
ま
せ
ん
。

●
申
告
に
必
要
な
書
類
等
は
？

①
申
告
書（
用
紙
は
窓
口
備
付
け
）

②
雇
用
保
険
受
給
資
格
者
証

　
（
原
本
を
提
示
し
て
く
だ
さ
い
。
写
し

　

を
い
た
だ
き
ま
す
。
受
給
期
間
終
了
な

　

ど
の
た
め
紛
失
・
滅
失
し
て
し
ま
っ
た

　

場
合
は
、
公
共
職
業
安
定
所
で
再
交
付

　

し
て
も
ら
っ
て
く
だ
さ
い
。）

③
印
鑑（
認
印
）

●
申
告
受
付
場
所
（
窓
口
）・
時
間

･
市
役
所
本
庁
収
税
課
国
保
税
係　
　
　

･
湯
津
上
支
所
総
合
窓
口
課
管
理
係

　
　
　
（
９
８
）２
１
１
１

･
黒
羽
支
所
観
光
経
済
課
諸
税
収
納
係

　
　
　
（
５
４
）１
１
１
４

　

午
前
８
時
30
分
〜
午
後
５
時
15
分　
　

　
（
土
・
日
・
祝
日
を
除
く
）

※
受
付
期
間
は
特
に
設
け
ま
せ
ん
。
非
自

　

発
的
失
業
者
に
該
当
し
た
と
き
は
、
速

　

や
か
に
申
告
し
て
く
だ
さ
い
。

●
そ
の
他

　
　

非
自
発
的
失
業
者
が
、
離
職
さ
れ
て

　

健
康
保
険
の
任
意
継
続
被
保
険
者
と
な

　

り
保
険
料
を
前
納
し
た
後
に
、
ご
案
内

　

の
軽
減
対
策
に
伴
い
国
民
健
康
保
険
に

　

加
入
す
る
た
め
、
保
険
料
前
納
が
な
か

　

っ
た
も
の
と
申
し
出
た
場
合
は
、
申
し

　

出
さ
れ
た
月
の
翌
月
の
保
険
料
納
付
期

　

日
の
翌
日
が
、
国
民
健
康
保
険
の
加
入

　

日
と
な
り
ま
す
。

■
問
い
合
わ
せ

　

収
税
課
国
保
税
係

　
　
　
（
２
３
）８
６
３
９　
　
　

　　
　
　

非
自
発
的
失
業
者
の
方
は

国
民
健
康
保
険
税
が

軽
減
さ
れ
ま
す

（

（



対象期間

離職日

平成20年度
以前

平成21年度

平成22年度
以降

Ｈ21年４月 Ｈ22年４月 Ｈ23年４月 Ｈ24年４月

平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度

22年度末まで

22年度末まで

23年度末まで

23年度末まで

24年度末まで

24年度末まで

離職日
Ｈ20.4.1 ～ H21.3.30

離職日
H21.3.31

　対象期間は　　　　により
表され、そのうち、平成 22 年
４月１日施行日以降で緑に塗
り潰された期間が、国保税が
軽減されます。

施行日
H22.4.1

離職日
Ｈ21.4.1 ～Ｈ22.3.30

離職日
Ｈ22.3.31

離職日
Ｈ23.3.31

離職日
Ｈ23.4.1 ～Ｈ24.3.30

離職日
Ｈ22.4.1～Ｈ23.3.30

　非自発的失業者については、離職日の翌日の属する月から、その月の属する年度の翌年度末まで、
失業者の所得のうち給与所得を３０／１００として国民健康保険税を算定します。
　ただし、再就職して健康保険（社会保険など）に加入したときは、その時点までとします。
　　（注） 非自発的失業者 ： 雇用保険の特定受給資格者および特定理由離職者

　非自発的失業者に係る国民健康保険税軽減の対象期間

【 夫婦とも４０歳未満、子 1人の場合 】
非自発的失業者に対する国保税軽減措置の試算

（注）○ 給与所得及びその他の所得（事業、不動産、雑、一時所得など）は、夫の所得と仮定。
　　○ 協会けんぽの保険料は、保険料率９．３４％、標準報酬月額と賞与の割合を勘案せずに算出。
　　○ 軽減は、給与所得を３０／１００として所得割額を算定。本市の税率・課税限度額は、平成22年度で算出。
　　　〔　〕内の割合は、低所得世帯に対する応益割額（被保険者別均等割額）の７・５・２割軽減該当を表す。

①

②

③

④

⑤

給与所得を
30/100した場合
の合計所得

10,000

5,000

3,000

3,000

1,500

7,800

3,460

1,920

1,920

850

7,800

3,460

3,920

1,920

850

467

234

140

140

70

590

416.2

456.3

282.3

160.3〔2 割〕

2,340

1,038

2,576

576

255

318.7

176.7〔2 割〕

339.3

93.3〔5 割〕

43.2〔7 割〕

本市の平成 22 年度国保税協会けんぽ
の保険料額
( 年額 )

前年（平成 21 年）中の所得試 

算 

例 給与収入 給与所得
(A)

合計所得
(A)＋(B)

その他の
所得 (B) 軽減前 ( 年額 ) 軽減後 ( 年額 )

（単位：千円）

―

―

2,000

―

―

総　　合

平成22年５月15日号5


	P04
	P05

